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幼児教育・保育の無償化に向け、区独自の影響調査を実施 

調 査 期 間 9 月 21 日（金）～10 月５日（金） 

区は、幼児教育・保育の無償化の実施による需要への影響を把握するため、区内の約 4,800

世帯に対し調査を実施する。 

この調査は、国が平成 31 年 10 月に実施予定の幼児教育・保育の無償化に向けて、教育・

保育サービスの利用意向などの変化を予め把握し、来年度の施設整備計画などの策定の基礎

資料とするために区独自の調査として行う。（23 区では先行事例） 

区が直面する保育行政を進めるには、保護者の動向を把握することが不可欠である。本調

査の結果により、必要に応じて、需要の再算定を行う予定である。 

調査結果は、平成31年１月下旬を目途に、区ホームページなどでお知らせする予定である。 

 

＜主な調査内容＞ 

・ 幼児教育に対する考え方 

・ 現在の教育・保育サービスの利用状況 

・ 無償化後の教育・保育サービスの利用意向  等 

 

＜調査対象＞ 

 住民基本台帳のうち、以下に該当する世帯から無作為抽出した約 4,800 世帯 

 ・就学前児童家庭（平成 30 年度末時点において０～５歳の児童がいる世帯） 

 ・妊婦の方（母子健康手帳所持者） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【問合せ】こども家庭部 こども施策企画課 こども施策担当係 電話０３－５９８４－１３０６ 

【０～５歳児世帯向け】 【妊婦世帯向け】 


